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　　　　　　1　第17回日米知事会議　会議次第

　　　　　　　　　　　　　　　　〔日時〕　昭和56．10．15（木）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後2時～5時33分

　　　　　　　　　　　　　　　　〔場所〕　東京・都道府県会館

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別館211号室

1．開会宣言（松島全国知事会事務総長）

2．　日米両国知事紹介　（松島事務総長およびスネリング・バーモント州知事）

3．議　長　選　出

4．来賓あいさっ

　　安孫子自治大臣（北川自治政務次官代読）、愛知外務政務次官、

　　マンスフィールド在日アメリカ合衆国大使

5．　日本知事代表歓迎あいさつ（鈴木全国知事会会長）

6．討　議

　（1）僅少な財源による行政の効果的運営について

　　ア　報　告

　　　⑦　米国知事代表（スネリング・バーモント州知事）

　　　（イ）　日本知事代表（亀井福岡県知事）

　　イ　両国知事意見発表

　　　　　　　　　　〔休憩（15：42～15：55）〕

　②　地方公共団体における情報公開について

　　ア　報　告

　　　⑦　日本知事代表（畑埼玉県知事）

　　　　　　　　　　　　　　　－1一



　　　（イ）米国知事代表（バビット・アリゾナ州知事）

　　イ　両国知事意見発表

9．共同声明

　ω　提案理由の説明（シュウィンデン・モンタナ州知事）

　②意　見発表（堂垣内北海道知事）

　③　採　　　　　択

10．両国知事代表閉会あいさつ

　（1）　日本知事代表（長野岡山県知事）

　②　米国知事代表（アリョシ・ハワイ州知事）

11．閉　会　宣　言
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2

出席者名簿
ω日本側

北海道知事
青森県知事　・
岩手県知事’
宮城県知事・
新潟県副知事、

東京都知事／
群馬県副知事

埼玉県知事・
千葉県知事、
山梨県知事．
静岡県副知事

長野県知事・
富山県副知事
三重県副知事
福井県副知事
大阪府副知事
奈良県副知事
兵庫県副知事

岡山県知事・
島根県知事・
広島県知事・
徳島県知事／
福岡県知事〃
佐賀県副知事
熊本県知事　・
沖縄県副知事

全国知事会
事務総 長

堂垣内

北　村

中　村

山　本
関

鈴　木

横　田
畑

沼　田

望　月

田　中

吉　村

巣　山

吉　原

栗　田

花　岡
滝

小笠原

長　野

恒　松

宮　澤

三　木

亀　井

宮　腰

沢　田

比　嘉

尚　弘

正　哉

　直
壮一郎

昭　一

俊　一

博　忠

　和
　武
幸　明

　暁
午　良

庄　ニ

ー　真

幸　雄

圭　三

　実
　暁
士　郎

制　治

　弘
申　三

　光
正　美

一　精

幹　郎

松　島　五　郎
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（2｝米　国　側

バーモント州知事

アイオワ州知事

ハワイ州知事
アリゾナ州知事

モンタナ州知事

アメリカ全国知事会
行　財　政　部　長

リチャード・A・スネリング

ロバート・D・レイ

ジョージ・R・アリヨシ

ブルース・E・バビット

テッド・シュウィンデン

リチャード・R・ロジャーズ

（3）来 賓

在日アメリカ合衆国大使

外務政　務次官
自　治　政務次官

（4）　オブザーバー

在日アメリカ合衆国公使

アメリカ大使館文化交流部長

外務省北米第一課長

マイケル・J・マンスフィールド

愛知和男
北川石松（安孫子自治大臣の代理）

自治総合センター国際交流部長

全国市長会調査広報部長

その他、外務省、自治省、アメリカ大使館職員

各都道府県東京事務所長

全国知事会事務局次長、各部長、職員

報道関係者（新聞、通信社、テレビ、ラジオ各社）

その他多数

〔会議通訳〕

〔一般通訳〕

〔英文速記者〕

〔写真撮影〕

ウィリアム・クラーク・J乙

ウィリアム・T・クロッカー

苅田吉夫
　　上野宣治
丸山　　尭

村松増美、岩倉嘉代子、白水泉（いずれもサイマル・イ
　　　　　　　　　　　　　　　ンターナショナル）

中島真之（日本交通公社）、西村好美（会長用）（サイマル）

葛山みどり

久保靖夫（東京都広報部）
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3　会　議　の　概　要

（1）来賓あいさつ

ア　安孫子自治大臣あいさっ（北川自治政務次官代読）

　本日ここに米国知事の皆様をお迎えし、日米知事会議が開催されるにあた

り、一言ごあいさつを申し上げます。

　この会議も回を重ねること17回になると伺います。昭和37年に第1回

会議が開催されて以来、20年もの長きにわたり、日米両国の知事が、国情

の相違を超えて、地方行政の共通する諸問題について熱心なご討議を重ねら

れ、着々とその実績を築きあげてこられたことにつきまして、地方行政に携

わる者として、深甚なる敬意を表する次第であります。

　顧みますれば、この会議は、私個人にとりましても、非常に感慨深いもの

があります。と申しますのは、私もかって山形県知事であったころ、日本知

事団の一員として3度ほど米国を訪問いたしました。その機会に、会議に出

席し、米国各州を視察し、米国の地方行政の実態をつぶさに学んで参ったの

であります。知事という職にあってその成果を十分に生かす機会をもてたこ

とはいうまでもありませんが、今日、自治大臣として国政のレベルで地方自

治の発展のために力を尽くすべき職にありまして、当時の経験は非常に有意

義であったことを痛感しております。知事を退きましても、このようにまた

別の立場でこの会議に関与できますことは、私にとりまして大きな喜びとす

るところでございます。

　承りますと、本日の会議では、　「僅少な財源による行政の効果的運営」と

「情報公開」という、いずれも現在わが国の地方団体の当面する緊要な問題

が討議されるとのことでありますが、これはまことに有意義かつ時宜を得た

ことであると存じます。

　すでにお聞きおよびかと存じますが、わが国では、学界、経済界、労働界等

の優れた有識者を委員とする臨時行政調査会が設置され、行政の簡素合理化、
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効率化のための改善方策の検討に当たっているところであります。また国会

においては、臨時行政調査会の第一次答申を受けて、その実現のための諸施

策を盛り込んだ法律案を熱心に審議しているところであります。各地方団体

におきましても、従来から行政の簡素合理化、効率化に努めているところで

ありますが、このような国における行政改革と一体となって、国、地方を通

ずる行政の簡素合理化、効率化に向けた行政改革の気運が非常に高まってき

ている状況にあります。

　また情報公開につきましては、わが国の中央政府の場合は、最近、今述べ

ました臨時行政調査会においてその検討を開始いたしました。地方団体にお

いては、ほとんどの都道府県が検討を進めております。国民の「知る権利」

を実現するための重要な手段としての情報公開の制度化は、わが国において

は漸く緒についたところというべき現状であります。一方、米国にあっては、

連邦も州もすでにその制度化を実現されておられると聞いております。本日

の会議では、わが国は非常に多くのことを学び得るのではないかと存じます。

　もちろん、米国とわが国とでは幾多事情を異にするところもございましょ

う。しかし、住民の身近なところにあって、その日常生活に深くかかわって

おられる両国知事の皆様が、相互に胸襟を開いて意見を交換されることは、

これらの諸問題に対するよりよい解決に達する途であり、ひいては、日米両

国の友好親善関係の強化にも寄与するものであると信じます。

　なにとぞ、この貴重な機会を十分に生かされ、共通の問題意識のもとに、

有意義なご討議が行われますよう、心から期待しております。

　終わりに臨み、日米知事会議と日米知事交流事業の今後の一層のご発展を

お祈りいたしまして、私のごあいさつといたします。

昭和56年10月15日
自治大臣　　安孫子　藤　吉
　　　　　　　　　（代読）
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イ　愛知外務政務次官あいさっ（英語で行った）

　日米知事会議の開催にあたり、一言ごあいさつする機会をえたことを光栄

に存じます。

　この会議が17回目を迎え、日米関係の順調な発展と相まって、益々充実

してきていることは喜ばしいことであります。今回の議題は「僅少な財源に

よる行政の効果的運営」および「地方公共団体における情報公開」であると

聞いております。前者は、現在、日米両国政府が各々その効果的な達成に向

け知恵をしぼっているところであり、後老は、地方自治においても民主主義

の根幹に係る問題であります。これらの重要で時宜をえた問題について、両

国知事が英和とこれまでの経験を活かし、率直な意見を交換し合い、実りあ

る討議がなされることを期待いたします。

　二国間の友好親善関係は、両国の相互理解と信頼とに基づくものでありま

す。この相互理解と信頼は、両国民のすべてのレベルにおける緊密な交流に

よって醸成されるものであります。今日の日米間の交流は、政府間の連絡の

みならず、地域レベル、都市レベル、個人レベル等きわめて幅広く深いもの

となっております。現在、日米間で姉妹都市が20組、県と州で姉妹提携を

結んでいるものが6組にのぼることをみても、今日の日米関係は特別に緊密

な友好信頼関係にあるといえましょう。

　日米知事会議が過去19年にわたる活動によって、日米両国の相互理解と

信頼の増進に大きく寄与してきたことは、高く評価されるべきであり、両国

の友好親善関係の発展のため、今後とも幅広い活動を目指してゆかれんこと

を願うものであります。

　今会議の成功をお祈りし、ごあいさつといたします。

外務政務次官　　愛　知　和　男
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ウ　マイク・マンスフィールド在日米国大使あいさつ

　第17回米日知事会議の開催にあたりごあいさつ申しあげることは、私に

とって大きな名誉であり喜びであります。この会議は、これまでながねんに

わたり、米国の州知事と日本の県知事にとってはかりしれない価値を持つ会

合の場でありました。皆さまは、それぞれの管轄区域において直面する諸問

題についての情報を共有し、これらの諸問題に対処するためのさまざまの可能

な方法について話し合い、また、最も重要なことはお互いを直接知り合うた

めに会議を開いてこられたのであります。

　日本とアメリカ合衆国とは大きな地理的距離によって、また、言語、文化、

歴史の相違によってへだてられております。同時にわれわれは、われわれ両

国を分離している距離を容易にうずめる共通の諸目的によって結びつけられ

ているのであります。すなわちわれわれは、民主主義政治体制、自由主義経

済、そして世界の平和と安定を基本理念とする国家であります。ここに集ま

っているわれわれのすべては、アメリカ合衆国と日本との経済的結びつきの

深さと、米日両国が互いに相手国の経済的繁栄のために果しつつある決定的

な役割とについて承知しております。これは私がこれまでしばしば申してき

たことですが、ここで重ねて繰り返して述べることをお許しください。すな

わち全世界において、アメリカ合衆国と日本との関係よりも重要な二国間関

係はないのであります。

　皆さまは、米日知事会議を通じて互いに直接接触し合うことにより、両国

間の関係にかかわる多くの諸問題について、はたまたこれらの諸問題の解決

によってもたらされる共同の進歩発展の機会について、より直接的に理解す

ることができるようになるでありましょう。皆さまの中でこれまで会議に参

加したことのある方々は、この直接的接触というものが、相手国についての

自分の知識と理解を増進する上でいかに有益であるかについて私と同意見で

あるに違いないと確信します。ジョージ・アリヨシ知事やロバート・レイ知

事は、日本へたびたび来ておられますが、この国についての新しい情報を得、
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日本の知事各位との旧交を暖めるために日本へ重ねて立ち戻られたことは、

必ずやそれだけの価値のあることと存じます。私は、過去4年間の日本在任

中に、47都道府県全部に旅しましたが、本日ここにお出での日本側知事の

大多数にお目にかかってそのご歓待をかたじけなくしました。私は、それら

の地方旅行を通じて、日本の各地方の実情について多大のことを学びました。

なぜなら私は、それらに直接肌でふれることができたからであります。この

会議に出席されたアメリカ側知事各位も、今回同じ経験をされることと存じ

ます。アメリカ知事各位にとって、その経験が私の場合と同様有益なもので

あることを私は確信しております。

　会議参加者が本日の討議の議題として選ぼれた問題は、われわれ両国にお

けるすべてのレベルの行政にとってきわめて重大な問題であります。現在ア

メリカ合衆国においては、国民経済に活力をとりもどすことをめざすレ…ガ

ン大統領の計画の一環として、連邦政府の予算が抑制されようとしておりま

す。一方、日本の政府は行政改革のプログラムを遂行しようとしており、こ

れまた財政支出の抑制を必要としています。財源の縮小という条件のもとで

地方政府を適切に運営していく問題は、米日両国の知事にとって重大関心事

であることは間違いありません。

　また、行政の運営ならびに行政機関が保有する情報への接近に対する国民

の関心の増大ということは、いまやひとつの世界的現象となっております。

もろもろの政府は、住民に影響を及ぼす事柄に関する情報への自由な接近を

保障する方法を検討しつつあり、この問題についてお互いの経験をわかちあ

うことは、一般的に満足できるような手続きを制度化するのを促進すること

でありましょう。

　本日皆さまの前でごあいさつ申しあげる機会を与えられましたことをお礼

申しあげますとともに、この第17回米日知事会議が大きな成功をおさめら

れることを念願するものであります。
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（2）　日本知事代表歓迎あいさつ

全国知事会会長　東京都知事

　　鈴　　木　　俊　　一

　第17回日米知事会議の開催にあたりまして、全国都道府県知事一同を代

表し、一言ごあいさつを申し上げます。

　本日は、マンスフィールド在日アメリカ大使、安孫子自治大臣代理北川政

務次官、園田外務大臣代理愛知政務次官のご来席のもとに、米国州知事団団

長バーモント州リチャード・A・スネリング知事はじめアメリカの知事各位

と日本側知事のご参加を得て、ここに日米知事会議を開催することができま

したことは、私の深く喜びとするところであります。

　私は、この機会に、米国州知事各位が政務きわめてご多端の折にもかかわ

らず、はるばるわが国を訪問され、ご出席くださいましたことに対し、深甚

な謝意を表する次第であります。

　日米知事会議は、日米知事相互訪問計画に基づき、1962年より開催し

てまいり、今回で回を重ねること17回に及んでおります。その間、日米の

地方行政に共通する重要課題を取り上げて真剣な討議がなされ、日米両国の

地方行政の改善と、それぞれの国民の福祉の増進に大きく寄与してまいった

のであります。

　しかしながら、最近における経済社会情勢の変貌に伴い、地方行政におい

ても緊急にその対応を迫られている新たな重大問題が次々に発生している現

状であります。

　このような時期に、両国の知事が一堂に会して、共通する行政上の問題に

ついて討議を行いますことは、まことに意義深いことと思います。

　今回は、米国側より「僅少な財源による行政の効果的運営について」、ま

た日本側からは「地方公共団体における情報公開について」という議題が提
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案され、それぞれ討議されることになっております。

　わが国におきましては、本年春、臨時行政調査会が設置され、目下行政の

簡素合理化のための改善策の検討が開始されております。そうした折でもあ

り、米国側提案議題は日本側にとってもまことに時宜を得たものと存じ、本

会議においてその十分なご討議がなされることを大きく期待いたしている次

第であります。

　また・わが国では・情報化社会の進展とあいまって、公的機関の情報公開

に対する要請が近年とみに高まって参りました。現在、過半の都道府県が、

その実施のための検討を進めている情況であります。私も、情報公開制度は、

民主主義の確立のため必須の条件であると存じております。本日ご出席のア

メリカ側の知事さん方の州では、みな既にそれを実施しておられるとのこと、

つきましては、その実施にあたっての諸問題等をご教示いただければ幸に存

じます。

　なお、この会議は、本日一日をもって終了し、明日からは、わが国の地方

行政と産業等について、実地にご視察をいただくことになっておりますが、

本日の会議はもとより、ご訪問の各府県において、皆さまから行政施策に関す

る適切なご意見がいただけますならば、まことに幸甚であると存じます。

　最後に、この日米知事相互訪問事業に対し、両国民はその成果に大きな期

待を寄せております。私は、今回の会議と、引き続いての地方視察が、日米

両国民の相互理解と友好を一層深め、両国行政の向上に貢献するものと信じ

て疑いません。本日の会議が、ご列席の各位のご協力により、所期の成果を

あげ得られますよう切に希望いたしまして、私の開会のあいさつといたしま

す。ありがとうございました。
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（3）討　　議

　ア　僅少な財源による行政の効果的運営にっいて

　　0う米国知事代表報告

バーモント州知事　リチャード・A・スネリソグ

　鈴木知事、北川自治政務次官、愛知外務政務次官、マンスフィール

ド大使、日本の知事各位、そして私の同僚の知事諸君。われわれは皆、

皆様とともに、この第17回日米知事会議に参加し得たことを喜んで

おります。私は皆さまのお許しを得て、ときどきアメリカの政治家が

要求する特権、つまり一つでなく二つの演説を提供する特権を要求し

たいと存じます。第一の演説は書面で準備したものでお手許の資料の

中に入っており、それは詳細で具体的な事実や数字をたくさん含んだ

ペーパーであります。ただしそれは無味乾燥で退屈なものです。そこ

で私は皆さまに、ずっと短くて、例示する事実もずっと少ない演説

をいたす特権を求めたいと存じます。しかしそれは精神を込めたスピ

ーチ、私の心情を吐露したスピーチであります。

　私思いますのに、政治・行政における最も重要な変化は、考え方の

変化であります。義務とか能力についての見方の変化であって、単に

機構あるいは物事を行う方法の変化ではありません。機構や組織は年

を経るにつれて移り変わって行きますが、こういった変化は、政治・

行政が機能する仕方、それが国民に影響を及ぼす仕方に対して永続的

な変化をもたらすことはまれであります。

　そういった、はるかに重要な性質の変化のひとつが、いまアメリカ

で、また日本で、イギリスで、そしてその他世界中のさまざまの場所

で起こりつつあります。というのは、現在起こりつつある変化は、政

治・行政の役割、人々が自分たちの隣人に対して持っている義務を果

たすための支出の役割についての考え方の変化であるからであります。

一12一



　きわめて長い期間にわたって、われわれを支配してきた考え方は、もし

われわれがニーズを定義づけ、そしてそれを定量化し、仕事に対して

一定の金額をドルや円で見積もるならば、あとはただ、必要な財源を

確保しさえすればよい、そうすれば早かれ遅かれわれわれは任務を果

たしたことになるのだ、ということでありました。

　いまわれわれは、人間の労働の果実のどれだけの割合を彼らから取

り上げることにすれば世界の人びとの生産意欲や投資意欲を阻害する

ことなくそれを行政の目的に充当することができるか、について再考

しつつあるところであります。

　もし一国の成功の度合を、生活水準の高さによって、また生活水準

が社会全体に公平に均てんしている程度によってはかるとすれば、世

界で最も成功している国ぐにというのは、労働、節約、貯蓄、投資等

を高く評価してきた国ぐにであるということがいえると思います。

　しかし、こういう国ぐには、その成功の度合に比例して、年々ます

ます多額のカネを対外的、対内的諸目的のために使う（一国の労働者

が国民のためによいことを行う力を増大するのを促進するのではなく

阻害するほどに彼らに重い負担を課することが一体可能であるかどう

かについて深く思いをいたすことなく）傾向を見せつつある国ぐにで

あることも確かであります。それで、アメリカにおいてもその他の諸

国においても、公的支出は異常な程度にまで増大しているのでありま

す。

　近年わが国においては、公的支出の総額は国民所得の42パーセン

トに達しております。すなわちそれは連邦政府、州政府、地方自治体

による課税額の合計であります。ところが課税の追加が困難になって

くると、われわれは次第に借金に多くを依存するようになって参りま

した。そして借金の額が巨額になってくると、民間の借り入れ能力

（家を建てるため、工場を建設するため、つまり将来の雇用の創出に
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役立つものに投資するため借金する能力）に悪い影響を与えるに至り

ました。つまりわが国では、われわれが未来に立ち向かい責任に

真正面から取り組もうとするなら奨励しなければならない筋合いのも

のを、逆に妨害するようになっていたと思うのであります。もちろん

この問題は1年や2年の短い期間に起こった問題ではありません。こ

の問題は、過去50年近くにわたって出費の増大を続けたことの結果

であります。

　私がこのことについて力説いたします所以は、わが国において、あ

るいは貴国においてもそうだと思いますが、この課題に取り組むにあ

たっては（大局的・長期的）展望ということが大切であります。とい

いますのは、このチャレンジ（課題）は、われわれが長い期間にわた

って一定の態度、一定の観点を堅持することによってはじめて十分に

取り組むことができる性質のものであるからであります。われわれは、

50年の期間にわたって存続してきた基本的な事柄を、わずか1年や2

年や3年だけ続く事業によって、変更することはできないでしょう。

また、いかなる国であれ国内事業の根本的変革は同時に国際的影響を

持つことが明らかであるという意味からしても、この展望は重要であ

ると思います。

　たとえば、多くのアメリカ人が日本との貿易赤字について憂慮して

いることは事実であります。われわれは、米日両国の間で生起してき

た変化や友好のすべてを非常に高く評価するものです。したがってわ

れわれは、この貿易赤字というものを、主としてわれわれ自身の責任

として考えており、日本側の、日本政府の、あるいは日本の国民の態

度の変化によって解決すべき問題として考えていません。

　しかしたとえば、一部の日本の方がたは、アメリカにおける金利を

引き下げるよう要請しております。それは、金利が高いと、日本商品

の競争力が、アメリカ市場で異常に高まる結果になると考えているか
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らであります。しかし、もし現在われわれが行っている抑制策が本当

に長期にわたって維持されねばならぬものであり、長期間にわたって

規制を必要とするものであるならば、金利を引き下げ、また引き下げ

続け得る唯一の方法は、長期にわたってわれわれが国内の支出を抑制

し、金利がわが国の過度の借金状態を表すのをゆるすことであります。

それで、われわれがいま経験しつつある財政上の抑制は、長い目でみ

れば世界中の友人たちにとって最大の利益になると信じております。

　っいでながらわれわれは、日本がきわめて大きい国際的役割を果た

しつつある事実を高く評価しております。もしわれわれすべてが渇望

している将来の世界を創り出そうとするならば、十分に責任を引き受

け得る、強力な国内経済を有する多くの国ぐにの協力が必要でありま

す。

　もしわれわれが社会的義務というものを最も広い観点からみるなら

ば、財政抑制の時代の中で行政を運営していく仕事はきわめて偉大な

事業であります。われわれは、こういう状況を処理するにあたって、

国内であれ、国外であれ、抑制ということが無視・放置あるいは自己

本位・利己主義におちいることのないよう決意しております。それで

われわれは、自分たちの義務を果たし続けねばならず、しかも普通の

勤労者に対する負担を軽減しつつそれを行う方法を見出さねばなりま

せん。そしてそれは、われわれの目標は長期計画一つまり持続する

価値があり、永年にわたって一般国民の支持をふやし続けるような長

期計画一を指向しているのだと信ずるもう一つの理由であります。

　われわれは、簡単な劇的な過程によって目標を達成することは決し

てできません。民主主義国においては、どんな経済計画でも、それが

社会的正義と両立するのでなければ実を結ぶほどに永く持ちこたえる

ことはできません。

　そこでわれわれのアプローチは、四つの主要なテーマを持っており
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ます。そしてそのいずれもが、成就するためには多大の時間を要する

のであります。

　第一に、われわれは、各レベルの政府の責任範囲を選別せねばなり

ません。わが国においては、過去約50年間、州政府の方がよりよく

処理できるかもしれない多くの事務事業を連邦政府が引き受けてきま

した。また、地方自治体の方がよりよく行えるかもしれない多くの仕

事を州政府がやってきました。われわれはニーズによって、また義務

によって、心を引き付けられてきました。それは余り悪いことではあ

りません。しかしわれわれは、物事を処理する方法をさらに改善する

必要があるために、責任についての一切のこれまでの考え方を洗い直

してみなければなりません。

　現在アメリカ合衆国には、連邦政府の資金が州政府や地方自治体に

交付される事業が約600あります。そしてこれらの事業は、州政府

の憲法上の義務であるのがもっともであるような多くの部門で、また、

市長、都市行政委員、小さい町の支配人等がその責任を引き受けて自

分の地域に住む住民のキメこまかな面倒をみることにした方が事業が

よりよく遂行されるようないろいろの部門で、国民のために貢献して

おります。そこでわれわれは、徐々に、また体系的に、どうすれば行

政目的をもっともよく遂行することができるかを解明せねばなりません。

この作業を正しく行おうとすれば、いくらか時間がかかると思いま

す。

　第二に、われわれは補助金・交付金の目的について検討しなければ

なりません。金が、あるレベルの政府において徴収されたのち、何ら

かの社会的利益を実現するため別のレベルの政府に送られるというシ

ステムは正当な存在理由を持っております。それが、能力を均等化

させ得る方法であり、すべての大規模な国家において、機会の均等を

実現するために必要な手段となっております。
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　しかしわれわれは、そういった補助金・交付金を計画するにあたっ

て、広大な国においては各地域間に大きな相違点が存在することを受

け入れるに十分な弾力性がみとめられるように配慮せねばなりません。

各州はそれぞれ異なっています。各州は責任意識を異にし、地勢を異

にし、生計の手段を異にしています。各州は、それぞれ自州の地方自

治体に仕事を割り当てる仕方を異にしております。したがって補助金

・交付金は、各地域がその受けとる財源をもっとも価値のある目的に、

またもっとも必要度の高い住民にあてることができるようにするため、

また、どの金も、単にそれが国の定めた形式にかなっているという理

由でおろかな使い方をすることのないようにするため、調べ直さなけ

ればなりません。

　補助金、交付金を再検討する作業の一環として、われわれは・この国

庫支出を実施する任務にあたる官僚機構全体を子細に調べてみなけれ

ぼなりません。金は事物を変化させ正義を実現するよう意図されてい

ます。金が行政のために必要とされる場合に、それが本来意図された

目的を達成したいで終る場合がしばしばあります。われわれは、連邦

政府のレベルについても州のレベルについてもいわゆるサソセット方

式なるものを行っております。これは、日本においてもいま支持を増し

つつある政策であると思います。ある法令が過去において一定の目的

を持っていたものの、現在は必ずしも以前と同じ価値を保っていない

場合には、その法令を廃止するという自動的な仕掛けがなければなり

ません。そうでなければ、法令は増える一方となり、遅かれ早かれ、

われわれは法令のために溺れ死にしてしまうに違いありません。

　第三に、われわれは、社会正義の目標を達成する上で、公共部門の

役割と民間部門の役割について再検討する必要があります。目標は

どこで最もよく達成され得るでしょうか？ある事業は政府の事業とす

ることが必要あるいは妥当でしょうか？われわれがわきまえておかね
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ばならないことは、われわれの目標は住民の力、能力、自立をはぐく

むことにあるということであります。われわれは、住民が政府の事業

に依存するようになることを決して望みません。もし住民が技能・技

術を持っていなければ、われわれの任務は技能・技術を提供すること

です。もし彼らが健康の点で弱味を持っているなら、われわれの職務

は彼らに健康を与えるよう努めることです。そして、これらの仕事の

多くは、家族あるいは隣人の手で行う方がよりよくできるのでありま

す。われわれは、こういった目標のうちのいくつかは、政府の非個人

的な施策をもってしてはとても達成し得ないものであることを学びつ

つあるのであります。

　たとえばわが国では、アルコール中毒は根本的な社会問題の一つで

ありますが、これは政府の施策によって本当に対処することはできな

いことをいま悟りつつあります。おそらくわれわれは、あなた方がず

っと前から知っていたことをいま学びつつあるのかもしれませんが、

つまり家族に代わり得るものはないのであります。個人が個人の世話

をすることにまさるものはないのであります。それでこういった問題

は他の何にもまして、人びとの考え方を変える力を持っております。

　第四に、われわれは管理の仕組みについて学びつつあります。いま

アメリカの州の多くは、「クロス・コントロール・カウンシル」と呼ば

れる審議会を有しています。これは10～20年前の小型フーバー委

員会のいわば現代版であります。フーバー委員会は政府の組織機構を

取り扱っていたのに対し、「クロス・コントロール・カウンシル」は政

府の管理運営を取り扱っております。永い間マネジメントという言葉

はアメリカの官僚の間では余り評判のよくない言葉でありましたが、

いま威信をとりもどしつつあり、われわれは実業界に手をのばして、

政府の任務をより効果的に遂行するにはどうすればよいかについて彼

らのチエをかりようとしております。それと同時に、われわれはいま、
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カーター大統領の時代に制定された公務員制度に関する法律を学び直

しております。連邦政府のレベルでは、公務員制度に大きな変革が行

われました。そこで今度は、州政府のレベルにおいても同じことが行

われなければならないと思っております。住民に対して、予算の許す

範囲でそれ相応のチャンとしたサービスを提供するためには、公務員

の給与をもっと引きあげ、もっと十分な訓練を施さねばなりません。

　われわれはこれらの分野のそれぞれにおいて行動を開始しました。

しかし開始したばかりであります。しかしすでに、われわれは正しい

方向に進んでいるという徴候があります。アメリカではインフレーシ

ョンは低下しつつあります。私はこれはアメリカ国民にとってグッド

・ニュースであるばかりでなく、全世界におけるアメリカの友人たち

にとってもグッド・ニュースだと思います。また金利が下がり始めて

おります。今後着実に下がってゆくかどうかはわかりませんが、それ

でも傾向としてはよい方向に進んでおります。それでわれわれの負債

と赤字とは、いずれもあと10年かそこらは巨額であり続けるでしょ

うが、それでもすでに、GNP（国民総生産）に対する比率は縮小し

つつあります。私はアメリカの経済はこれからよくなると思います。

　おそらく私がこれまで述べてきた事柄に劣らず重要なことは、アメ

リカ人たちはいま対外関係における自分たちの役割について新しい見

方をとるようになっていることです。われわれの任務は自由で平和な

人類社会のビジョンを誇らかに持つことです。われわれはこの方向を

逸脱することはありません。しかしわれわれは、わが国の憲法の中の

重要な句“すべての人は平等に創られている”という表現の国際的な

意義を理解するようになってきました。そこでこの語句は、国内のす

べての人間のみならず全世界のすべての人間が平等に創られているこ

とを意味すると考えねばなりません。われわれの義務は、正義と人道

の支配する社会を実現するために奮闘することです。しかしそれは、
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われわれアメリカ国民だけに課された義務ではありません。それは対

等の国々の中の1国の義務であります。

　われわれの責任を果たすための第一歩は、われわれ自身の問題を、

賢明さと将来への展望をもちつつ処理していくことです。われわれは、

短期的にではなくきわめて長期的にみて、国際的義務を果たすのを可

能ならしめるような強大な経済力を確保しなけれぼなりません。また

われわれは、自己の役割を喜んで果たそうとする成熟した文明諸国と

の友好のきずなをも固めねばなりません。そしてそれこそが、第17

回日米知事会議に出席したアメリカ知事団の気持であります。

　なお若干申し述べたいことがあります。われわれは他から学ばねば

ならないことが沢山あることを自覚しております。われわれは、日本

側の知事各位と会合して大小の諸問題について議論をかわすことを楽

しみにしております。このことによってわれわれは、われわれの共有

する目標を成就するためのより堅い基盤に向かって進むことが可能と

なるでありましょう。またわれわれは、皆さまとお目にかかる機会を

持つことによって、またとりわけ両国知事にとって関心のある諸問題

について子細に検討しながら幾日かを過ごすことによって、冒険心と

友情がかきたてられはぐくまれることを期待しております。

　本日この会議に出席して皆さまとご一緒する機会を与えられたこと

を感謝いたします。ご清聴ありがとうございました。
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〔提出ペーパー〕

僅少な財源による行政の効果的運営について

バーモント州知事　リチャード・A・スネリング

　訪日の準備をするにあたって、全国知事会のスタッフは小冊子を作成した

が、その中にワシントンポスト紙の記事があり、公務員の規模を制限する努

力がなされている状況がでていた。それによると日本では、1967年以来

中央政府が雇用し得るホワイトカラーの職員の数が制限されてきた。その制

限は50万6，571人である。

　もしこの情報が正しいとすればそれは、日本が世界のリーダーであること

を証明したのは自動車、カメラ、テレビなどのはなぱなしい領域のみでなく、

政府の膨張を抑制する仕事においてもそうであったことを示すものである。

しかしながらこれは、アメリカにおいてもいまやたいへんファッショナブルな

産業となり、われわれは、日本の国際的優越性にチャレンジしようとする新

しい大統領を有していることを警告しておかねばならない。

　政府の規模を縮小しようとする真剣なこころみは、ワシントソ（連邦政府）

にとっては新しいものだが、州政府にとってはかなり以前から実際に行われ

てきたことである。皆さんは、1978年6月に新聞のトップをかざった

税金暴動（タックス・レボルト）についてお聞きになったかもしれない。そのと

き、カリフォルニア州の有権者は発議13条（プロポジション13）を採択し

た。プロポジション13とは、選挙民が承認した住民発案（イニシャティブ）で、

地方財産税の大幅な軽減を要求し、将来の膨張に制約を設け、州政府が失業対

策のため増税することを禁ずるものであった。

　プロポジション13が広く知れわたった結果、1979年および1980年

に何十もの州で同様の動きが起った。

　1979年の州の発案（イニシャティブ）の多くは成功したけれども、1980

年には少数の例外を除けば、支出に対する制限についての票決は失敗に帰し
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た。（知事たちの激しい抵抗による所が大きい。）

　このことは、アメリカでタックス・レボルトが終ったことを意味しない。

有権者に対しこのような制限を承認する権利を与える憲法上の条項を持たな

い州においてさえも、州税と支出額は劇的な鈍化を示した。このような制限

に反対した知事たちは、それがまずく起案され、不必要に厳格で、問題を解決

するよりむしろ新しい問題をつくり出す可能性を持っているという理由で反

対したのである。

　昨年11月、9つの州（バビット知事のアリゾナ州を含む）でかような条

項を打破するにあたって、有権老たちは、州税と地方税の水準が緩和された

こと、また自分たちの意見を聞いてもらえるようになったことを認めた。

　証拠をもってこの見解の正しさを示すことができる。州および地方自治体

の収入は、1970年におけるGNPの11．2パーセソトから1977年

（プロポジション13の前年）には120パーセントに高まった。1978年

にはわれわれの収入は11．6パーセソトに減り（そのときカリフォルニア州

がその巨額の剰余金を地方自治体に配分しはじめた）、そして1979年に、

収入は1970年のレベルにつまり11．2パーセントに再び下った。そして

ここ3年間その水準にとどまっている。同期間に、世論調査は、州税および

地方税の水準についての住民の不満を示すとともに、納税老の憤りはいまや

連邦政府のレベルに集中していることを示している。

　われわれ自身の収入の縮小に加え、州政府と地方自治体は、連邦政府の援

助の同時的減少に直面した。わが国の連邦政府の補助金は1970年におけ

るGNPの25％から1977年においてa5パーセソトへと伸び、そして

1981年にa2パーセントに減った。連邦予算に対するその他の圧迫およ

び連邦政府の現在の予算計画を見るとき、今後数年間においていっそうの縮

小が不可避であるように思われる。

　アメリカのすべての知事は、近年こういったプレッシャーと苦闘してきた。

そして全国知事会の年2回の会議の議事日程は、われわれの関心事を反映し
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ている。私が1977年にはじめて知事になったとき、われわれの会議やわ

れわれのスタッフの仕事は、主として、膨張を続ける連邦政府の事業の中で州

にとって意味ある役割をいかにして確保するか、ということに集中していた。

4年の後、われわれは、各級政府の間で責任と財源をえり分ける問題について

連邦政府と協議することを試みている。

　もっと端的にいえば、過去2回の会議（2月および8月）の各々において、

われわれは数時間を費して、知事だけの会議（事務局員や報道関係老をしめ

出して）を持ち、本日のわれわれの議題である「財源の縮小した時期におい

ていかに州行政を運営するか」について討議した。われわれは、これらの知事

対知事の討論において完全な率直さを望んだが故に、これらの会議を非公開

とする特別の措置をとった。

　はじまりの時刻は早く、午前8時あるいはもっと前だったが、これらの会

議は、ほとんどすべての知事の出席を得て、非常な成功をおさめた。私は、

本日ここでの同様な討議を刺激したいと考えて、これらの会議から発生した

考え方について簡単に述べてみたい。

　第一の重要な措置は、節減を運営する手続きや機構を樹立することである。

どの面において削減を課するべきかを決めるのを助けるため、すべてとまで

はいかなくともほとんどの知事は、各局・庁から独立した、きわめて有能な

予算・政策のスタッフを有している。こういったスタッフがいなければ、知

事たちはしばしば独断的な決定をせざるを得なくなる。　（たとえば、こうい

った決定が短期的にあるいは長期的にもたらすであろうさまざまの影響を知

ることなしに、雇用、備品購入、資本的建設事業等の一律的凍結を行うなど。）

　同様にまた重要なことは、システマティックな吟味、検討の過程を確立す

ることである。すべての州は、何らかの形の年1回あるいは2年に1回の予

算編成過程を有している。しかし各州は、支出のパターンをシステマティック

な吟味にさらす程度を異にしている。ご存じかと思うが、わが国では、州政府

はいわゆる「サソセット」法制定を他に先がけて行った。これは、とくに立法
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府による特別の決定がない限り、設立後一定の年数を経た後政府機関や事業

を自動的に廃止することを定めたものである。もう一つのアプローチは、州

機関に対して、もしたとえば政府支出金を5あるいは10パーセソト削減せ

ねばならないとすれば、縮小または廃止されることとなる事業を確認するこ

とを義務づけることである。

　人事においては、報奨（イソセンティプ）はきわめて重要である。もしも

機関の長たちが、当該年度内において予算上の節約を実現しても、その結果

として翌年度立法府が彼らの予算をカットするということになれば、彼らは

節約を行おうという意欲を失う。同様に、機関の長たちあるいはその他の職員に

対し、金を節約する提案やすぐれた実績を示した場合に特別賞与を与えるこ

とは、節約を促進し生産性を高める結果につながる。また、長期的にみてそ

れと同様に重要なことは（またこれはとくに私にとって関心の深い問題だカう、

程度の高い研修制度をほどこすことによって州政府職員の生産性を向上する

試みである。このような試みは、州レベルにおいて増えてきており、私の全

国知事会会長としての優先順位の高い事項である。

　知事たちは、予算節約を実現するためのシステムや手続きを確立すること

の外に、より少い財源をもって運営するための、より実質的なアプローチを

見出した。たとえば経済活動に対する規制をとりやめることによって州政府

の監督が不必要となるならば、州の役人群を減らすとともに、市場における

より大なる競争をも促進することができる。アメリカ合衆国においては、州

政府は専門的職業、交通運輸、公益事業、銀行その他の金融機関、そして

　（しばしば州内の地方自治体を通じて）建築法規を規制している。これらの

領域のいくつかにおいて、きわめて異なる条件の下で、規制は数十年前に形を

とった。簡素合理化または完全な規制廃止が理にかなっている。この領域に

おいて看過することのできないのは、財政の窮迫した地方自治体に対し、不

必要に複雑かつ高価な州からの委任を免除することである。

　同様に、州および地方自治体の行政責任者は、ますます、公共サービスの
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一部を民間部門に委譲することを考えるようになっている。たとえばアメリ

カの多くの都市は、公衆衛生事業を民間企業に委譲している。そしてそれに

よって労働コストは下がり、効率性向上への刺激が高められた。おそらく今

後数年間に、教育、低所得者や老齢老に対する医療、住宅供給等の事業をど

の程度「民間化」すべきかについての全国的議論がアメリカで行われること

だろう。　「民間化」された体制の下では、政府は受取人に対して証明書

　（バウチャー）あるいは直接支払いを提供することとなり、私立学校、私立

病院、家主等は自らのビジネスのために互いに競争することとなろう。

　これと同様の方向で、以前には政府が処理していたさまざまのニーズを満

たす上で「ボランティアリズム」（篤志家の行為）の役割がますます強調さ

れることとなろう。レーガン大統領は最近の重要演説の中で、経済界、民間

の諸団体および個人が「他のアメリカ人たちを助ける」ことの必要性を力説

した。知事たちは、これまで自分たちの州で、このような努力を現に行って

きたし、また今後この必要性への顧慮をますます高めていくことと思う。

　レーガン政府が行ったもう一つのイニシャティブー受益者負担の増大一
　　
はすでに州や地方自治体のレベルではつとに強調されてきたところである。

とりわけ多くの地方自治体は、かってはタダで提供していた図書館、レクリ

エーショソ施設、住宅地区の駐車場等について利用老に使用料を課すること

によって、課税の制約、支出の制約に対処してきた。あらゆる形態の交通

輸送手段、とくに鉄道（乗客用）その他の大量交通手段はいっそう料金収入へ

の依存度が高古り、政府の助成への依存が減るだろうことはヰず間違いない。

　州および地方自治体に対する経済的圧力は、多くの州政府に対して職員の給

与の上昇を民間部門の給与の上昇より低く抑える（少くともここ数年間）こと

を余儀なくさせた。州職員の給付、とりわけ退職のそれ、は多くの州において民間

部門の給付を上回っている。これらの州のいくつか、たとえばニューヨーク州

やメリーラソド州は、年金制度の改革によってかなりの支出節減を実現し得た。

　もうひとつの検討に価する部門は人口の変動である。アメリカの学校在籍者
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数は近年減少してきているが、多くの州では、教育関係の支出について、そ

れに対応する減額を行っていない。緊縮財政の時代にあっては、かような人

口の変化に内在する節約の可能性は、十分に探求してしかるべきである。

　同様の線に沿っているのは、私にとって大きな関心の対象である科学技術

上の進展である。私は新しいコソピューター、ワード・プロセシソグ（文書

作成の自動化）、遠距離通信の技術（とくに行政など高度のサービス指向型

部門におけるそれら）等の活用によるカネの節約の可能性を確信するもので

ある。各州においてかようなテクノロジーの活用を推進することは、私の全

国知事会会長としての目標のひとつである。

　これらもろもろの手段のすべては、多かれ少なかれ、州がみずからの力で

実施することができる。しかしながら、政治・行政は各州とワシントン（連

邦政府）との共同事業であり、非能率、ムダ、責任の所在の欠除等に関する

国民の懸念は、ひとつのレベルの政府のみによって対処することはできない。

　われわれは全国知事会を通じて、連邦政府に対し、われわれ州および地方団

体のレベルの行政責任者が限られた財源を最も必要とする方面に配分するこ

とができるよう、補助事業の整理統合と簡素合理化を要求し続けている。

　それと同様に重要なことは、われわれ知事たちは、財政的にも政治的にも、

事実上あらゆる範囲の行政サービスに、すべてのレベルの政府を関与させるだ

けのゆとりはもはやないのだ、と信じている。私が前に申し述べたように、

われわれは各州とワシントン（連邦政府）との間の責任と財源のえりわけを

要求している。とくにわれわれは、所得保障事業（そのコストは経済と密接

に結びついてじ・る。）について連邦政府の役割を拡大するのと交換に、教育・法

の実施、交通運輸等の部門において州の役割を拡大することを申し出ている・

　われわれは、このようなえりわけを通じて・各レベルの政府は・自らが責任

を持つ諸問題をよりよく処理することができるものと確信している。究極的

に、われわれは連邦政府のホワイトカラー職員の数を50万6，570人に制

限することさえできるかも知れない。
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（イ）　日本知事代表報告

福岡県知事　亀井 光

　只今、議長からご指名をいただきました、福岡県知事の亀井光

であります。アメリヵ側の提出されました「僅少な財源による行

政の効果的運営について」という議題に関し、日本側を代表いた

しまして、私からご報告申し上げます。

　わが国は、1955年頃から、1970年にかけて、いわゆる

経済の高度成長を遂げ、短期間に北米及び西欧なみの経済力を持

った近代国家に生まれかわりました。しかし、その経済成長も、

1970年を過ぎる頃から、ようやくその陰りが見えはじめ、成

長率も鈍化して参りました。そうした矢先に、1973年のいわ

ゆる石油危機に見舞われたわげであります。その影響で、1g74

年にはわが国は、戦後はじめてマイナス成長ということを経験い

たしたのでありーます。それ以来、わが国の経済ははっきりと変貌

いたしました。資料の1の国民所得の成長率の欄を見ていただけ

れば、そうした様子がよくわかっていただけることと存じます。

　わが国の国民1人当たりの所得についても、1960年にお・い

ては貴国の国民1人当たりの所得の5分の1程度の所得しかなか

ったのでありますが、1975年には、わが国の国民1人当たり

の所得は、3788ドルと15年間の間に約9倍の増加をみまし
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た。それでもなお貴国の約60％程度の水準に到達したのに過ぎ

なかったのであります。

　そうした若干過度とも思われる経済成長を遂げて参りました関

係で、成長に伴う歪みも、わが国の場合は、かなり強度に現われ

て参りました。人口の都市集中に伴い都市部においては、公害、

水不足、地価の高騰、住宅不足、都市近郊のスプロール化、学校

生徒の急増等、また農村地域におきましては過疎化、自然破壊、

　ク農業における兼業化、後継者不足等々、それらに更に、人口構成

全体の高齢化が加わって、行政が解決しなけれぽならない新しい

課題が一気に山積して参ったのであります。

　ところで、そうした新しい行政課題の出現に当たっても、経済

の高度成長に伴う財政収入の増加がありましたお蔭で、わが国の

場合は、かなりの程度、それに対応し得て参ったのであります。

　しかしながら、他面、社会資本の拡充、福祉水準の向上、新し

い行政課題等に対応するため、わが国の行政事務量は、一方的に

増加していき、1970年代のはじめには、わが国の行政規模は、

大きく肥大化を遂げてしまっておりーました。実はそうした状況の

もとで、先程申し上げました石油危機に直面し、マイナス成長を

経験するという事態になり、行政運営の根幹をなす税収に大きな

影響を与え、わが国の財政収入の状況は、1975年以降とみに

悪化して参りました。

　税収の伸びが減少いたしましても、既に肥大化した行政規模を、
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ただちに縮小することは困難でありました。更にその上、景気回

復のための公共投資の増加も加わって、国も地方公共団体も、国

債及び地方債を発行することによって、その財源不足を補う方途

を講ずるほかなく、お手もとの資料にもございますように、国債

及び地方債は、1975年度から従前の2倍近くの量が発行され

るようになったのであります。その結果資料を見ていただければ

わかりますが、わが国の財政事情は急激に悪化して参りました。

　わが国といたしましても、そうした状況を打開するため各種の

努力を試みて参りました。国においては、今年3月、財界、学者、

労働組合等における優れた識見を有する9名の方々によって構成

する「臨時行政調査会」を設置し、行政の簡素合理化のための改

善方策の検討を開始いたしました。

　この「臨時行政調査会」と申しますのは、1947年に貴国に

設置されました「フーバー委員会」と同質の委員会であります。

　行政の簡素合理化の問題は、国だけの課題ではありません。わ

れわれ都道府県にお・きましても、かなり以前から、行財政の体質

改善の必要性を痛感いたし、国と地方を通ずる行政の合理化対策

について、国に対しくり返し要望書を提出し、ーまた、都道府県独

自の立場でも、行政の簡素合理化のための措置を種々講じて参っ

たのでありーます。国に対して行ってきた要望につきましては、全

国知事会の要望書の当該部分を翻訳し、お手もとに配付いたして

お・きましたので、説明は省略させていただきます。そこでここで
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は、福岡県において講じて参りましたささやかな合理化対策につ

いて簡単にご紹介申し上げたいと存じます。

（1）組織、機構の合理化

　　肥大化した行政組織及び機構を合理化して簡素なものといた

　し、それによる人件費の削減、経常経費の節約等による県独自

　の財源を確保することに努力して参りました。

　　行政機構は、今日まで時代の進展、県民のニーズに従って整

　備し、その結果肥大化して参りましたが「僅少な財源による行

　政の効果的運営」をはかるために、部・課の整理統合を中心と

　した簡素化を実行して参りました。このことは、一回限りのも

　のではなく、今後とも毎年見直しを行っていく考えでございま

　す。

（2）職員定数の適正化

　　行政は最少限度の職員によって効率的運営をはかるのが理想

　であり、行政機構の肥大化に伴って自然に増加した職員の定数

　を、行政機構の簡素化により削減するとともに、高齢職員の退

　職を促し、これにより職員の新陳代謝と事務能率の向上をはか

　り、人件費の削減を実現いたしました。更に、昇給制度を合理

　化して職員の責任と職務の内容に即した制度に改善することに

　より人件費の削減をはかりました。

　　ここで、福岡県で行った職員定数の適正化とその効果につい

　て簡単にご説明いたしたいと存じます。
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　　1g75年第一次の石油危機の直後、県税の減収が予想され、

　県の財政が危機に直面するであろうことを考え、主として財政

　対策の面から、職員の協力を得ながら高齢職員の退職を強力に

　推進いたしました。その結果、1975年から1981年の今

　年までに一万人の高齢職員が任意退職をし、総歳出予算の中に

　占める人件費の比率も急速に低下いたし、これにより推算いた

　しますと、1981年度の予算の中で800億円の人件費の節

　約が実現できたのであります。

　　この実績は、職員定数の3％削減、昇給制度の改善等により

　生れた効果も含まれております。

（3）行政事務の簡素化、合理化

　　行政事務は、時代の進展とともに複雑化し、県民に多大の負

　担を課する結果となってお・ります。従って県民に負担を義務つ

　げる許可、認可、届出等の行政事務を出来る限り簡素合理化し

　て、県民の負担軽減をはかるとともに、これによって、職員定

　数の削減をはかる必要がござい1ます。

　　事務の合理化のためにコンピューターの導入、テレファック

　スの使用等事務の機械化を推進して、行政事務の能率化、迅速

　化を実現し、県民へのサービス向上とともに、冗費の節約をは

　かることに努力を続けてまいりたいと思います。又、行政事務

　の中には国の委任事務が多く含まれており、国自体がこれに対

　して合理化を実施しない限り、簡素合理化のできない部分があ
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るので、国に対し毎年強くその合理化を要請し続けているとこ

ろでございます。更に行政事務の簡素化については、職場にお

ける職員の提案制度を実行し、提案の中の優秀なものについて

は、これを行政運営に採用するとともにその職員に対し表彰制

度を適用し、職員の士気の高揚をはかっているところでありま

す。

　わが国の地方行政のあり方は、第二次大戦後の約10年間に

確立いたしました。ところで、当時の行政にとっての緊要な課

題は、食糧の増産と国民の健康でありました。そのため都道府

県の組織も、そうした行政事務を処理する分野が主体となって

構成されることになりました。

　ところで、経済の高度成長とともに、主食である米は余り、

平均寿命は、世界のトップクラスになる等、社会、経済の情勢

は大きく変貌し、他方、新しい行政課題の登場によって行政事

務が増大、そうした中で、行政の中心的課題も、次第に変化し

て参ったのであります。そうした場合には、当然、組織等のス

クラップ・アソド・ビルドということが必要になって参ります。

そのスクラップ・アソド・ビルドとして都道府県においても、

農業技術の指導のための事務所や保健所を整理統合したところ

がかなりあります。

　ところで、このスクラップ・アンド・ビルドの必要性は、多

くの識者から指摘されるところでありますが、実際にそれを
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行うには、多くの困難が伴います。一つには、既存の行政が行わ

れなくなることに対しまして、住民が不安を感じ、反対する場合

が多いことであります。いま一つは、当該行政事務に従事してい

た技術職員等の処遇の問題であります。わが国の終身雇用制度が、

そうした場合には、幾分障害になるようであります。

　更に、わが国においては、地方自治と申しましても、都道府県

の行う事務の中には、国の定めた制度に基いて行われている行政

が多く、そうした事務の合理化は、一層困難になります。国の行

政は、貴国も同様と存じますが、各行政ジャンルごとに省、庁が

組織されておりーまして、そうした省、庁ごとの、テリトリー意識

が強く、各省庁とも自己の事務事業の縮減に、強い抵抗を示しま

す。そのために、そうした各省庁の下部機構となって、都道府県

が行っている事務事業については、国が合理化を実施しない限り、

合理化が行い得ない実情にあります。

　これまで、われわれ都道府県知事は、スクラップ・アソド・ビ

ルドの方向で、国に対して、事務事業の合理化について、毎年要

望を続げて参ったのでありますが、これまでのところ、必ずしも、

期待どおりの成果は得られておりません。そうしたことから、私

どもは、今回の臨時行政調査会による行政改革に、大きな期待を

寄せているところであります。

　戦後のわが国の課題は、まず経済的生産力を増強することであ

りました。そうした目標を達成するために、わが国は、一時、中

一33一



央集権を強化する傾向を示し、学者などに、それを、“新中央集

権主義”と評された時代もありました。しかし、現在の日本は、

成長よりも、分配の適正を考えるべき時代になっておりーます。当

然、行政の使命も、成長に対する貢献から分配の適正化への貢献

に変って参っております。分配ということになれぽ、住民からの

距離が遠い国の政府よりも、住民により近い位置にある地方公共

団体の方が、より適切な措置が講じられることは、いうまでもあ

りますまい。すなわち、国は、事務事業を大幅に地方に移譲して、

行政事務の運営を地方の自主性にまかせることが、現在の日本に

おいては、最も適切な措置であると思うのであります。そうすれ

ば、住民のサービスも、きめこまかく行き届くようになるであり

ましようし、そしてそれが、より少ない財源で行政を効果的に運

営するための、最良、最適の施策だと思うのであります。そうし

た観点から、われわれは、現在を“地方の時代”と呼んでおりま

す。

　全く同様の論理に基づきまして、現在、都道府県で行っており

ます行政事務の中には、むしろ、市町村にその事務を執行させた

方がより妥当だと思われるものがかなりございます。それらの事

務について、最近、それを市町村に移譲することがかなり活発に

行われております。1980年度までに、市町村への大幅な事務

移譲を行った都道府県は、31県あり、残りの県においても、現

在検討中というところがほとんどであります。
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　　以上、簡単でありますが、私の報告とさせていただきーます。

「僅少な財源による行政の効果的運営について」という貴国から

の提出議題は、現在のわが国にとって、まことに時宜を得た議題

でございました。

　行政事務の合理化という点でも、やはり貴国は、わが国の数歩

前を歩いておられます。本日は、私も、必ずやアメリカの知事さ

ん方から、多くのことをお教えいただけることを期待して出席し

て参ったのであります。只今のアメリカ知事団団長のバーモント

州のスネリング知事さんの主報告からも、大変参考になる貴重な

ご意見が沢山伺えました。このあとも、他の知事さん方から、色

々とお教えいただけることを楽しみにしております。

　ありがとうございました。
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資料1

亀井福岡県知事の基調報告

国 民 所　　　得
年　　度

名　目　① 成長率 実　質　② 成長率
国・地方歳

　　　　昭

P965（40） 266，066 702，306 62，989

1966（41） 311，066
　　916．

782，042
　　411．

74，494

1967（42） 367，782
　　218．

868，520
　　111．

87，104

1968（43） 431260
　　317．

981，622
　　013．

101，047

1969（44） 508，591
　　917．

1，100，297
　　112．

119，350

1970（45） 608，754
　　719．

1，191，260

　38．

144，371

1971（46） 658，456
　28．

1，254，551

　35．

171，869

1972（47） 776，021
　　917．

1，376，784

　79．

215，563

1973（48） 955，260
　　123．

1，449，698

　35．

276，524

1974（49） 1．120β16
　　317．

1，446，633
△0．2

341β24

1975（50） 1，231，843

　99．

1，498，074

　63．

366，496

1976（51） 1，384，468
　　412．

1，574，825

　15．

421，306

1977（52） 1，526，902
　　310．

1，657，740

　35．

491，895

1978（53） 1，667，378
　29．

1，743，608

　25．

572，003

1979（54） 1，779，978

　86．

1，839，928
　55．

644，915

注　（1）名目①は要素費用表示によるものである。

　（2）実質②は1975（50）年度を基準にして物価補正したものである。
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（単位：億円・％）

入純計③ 国・地 方税 国・地 方債
そ　　の 他

構成比 ’構成比 構成比

　　　0100．

48，291
　776．

5，111

　】8．

9，587

　　215．

　　　0100．

54，316
　972．

10，728
144

9，450

　　7ユ2．

　　　0100．

65，463
　275．

10，496
120

11，145

　　8，12．

　　　0100．

79，039
782

8，312
　28．

13，696
　　6ユ3．

　　　0100．

95，456
　080．

5，502
　64．

18，392
　　415．

　　　0100．

115，261
　879．

9，901
　96．

19，209
　313．

　　　OlOO．

126，796
730

23，109
134

21，964
　812．

　　　0100．

154，051
　571．

35，859
　616．

25，653
　911．

　　0100．

205，391
　374．

34，037
120

37，096
　413．

　　　0100．

239，919
　270．

40，854
120

61，051

　　8’17．

　　　0100．

226，616
　861．

84，804
　223．

55，076
　　015．

　　OlOO．

263，704
62ρ

108，747
258

48，855
　　611．

　　　0100．

294，468
　959．

138，502
　128．

58，925
　012．

　　0100．

354，655
620

156，522
　427．

60，826
　610．

　　　0100．

389，917
　560．

185，703
　828．

69，295
　710．
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資料2

亀井福岡県知事の基調報告

国の施策ならびに予算に関する要望

　　　　　　（抜すい）

昭和56年7月20日

全国　知　事　会
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1　行政改革の推進に関する要望

　行政改革は、現下の国民的課題として国においても鋭意検討を

すすめているところであるが、その推進にあたっては、単に国の

財政再建の立場でのみ論じられるべきではなく、国と地方を通ず

る行政の簡素合理化をはかることが必要である。

　そのためには、まず、高度成長期を通じて肥大を続けてきた行

政について見直しを行い、民間活動にゆだねるべき分野と、真に

行政として実施すべき分野についての国と地方との分担のあり方

が検討されなければならない。

　この場合、住民に身近かな行政は、できるだけ住民に身近かな

ところで民主的かつ能率的に処理されることが必要であるので、

行政事務、権限を大幅に地方に移譲するとともに、当該行政を執

行するに必要かつ十分な地方財源を確保できるよう財源の再配分

を行うべきである。

記

1　行政事務の再配分と地方の自主性の強化

　　長年の懸案である国と地方との機能分担の明確化をはかり、

事務と財源の再配分をすみやかに断行すること。
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　　特に、機関委任事務については、その考え方を改め、地方公

　共団体の行政になじむものは、全てこれを地方公共団体の事務

　とし、所要の財源措置を講ずるものとすること。

2　国の地方に対する規制、関与等の整理

　（1）許認可事務の整理

　　　許認可事務は、社会経済情勢の推移によって、たえず新た

　　な事務が増加している反面、整理すべきものが整理されず、

　　そのため、行政機構と事務の膨張を招いている。

　　　この際、許認可事務について抜本的見直しを行い、地方公

　　共団体の事務処理に対する国の許認可は必要最小限にとどめ

　　るよう整理合理化すること。

　　　なお、市町村に対する都道府県の関一与についても同様の考

　　え方で処理するとともに、民間に対する許認可事項について

　　は、民間における自主的活動を助長する見地からも、思い切

　　った整理縮小をはかること。

　（2）組織・機構の簡素合理化

　　　現在、法令等により地方公共団体に設置が義務づけられて

　　いる行政機関、附属機関および特別の資格または職名を有し

　　なければならない職が少なからずあるが、これらについては、

　　その義務づけの見直しを行い、地方公共団体の自主的判断と
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　　責任において、合理的、能率的な事務処理ができるようにす

　　ること。

　（3）職員定数基準の適正化

　　　法令等によって国が定めている地方公共団体の職員配置基

　　準の見直しを行い、地方公共団体における定員、人事管理が

　　当該団体の実情に即して、自主的に運営し得るよう改善する

　　こと。

　（4）事務事業執行手続の改善

　　　公共事業その他の国庫補助負担事業について、国が地方公

　　共団体の事務処理の細部に至るまで介入しているため、地域

　　の実情に即さない事業運営が行われており、また、事業計画

　　の策定、変更を通じてその手続に多くの労力と経費とを費し

　　ている状況にかんがみ、できる限り地方公共団体の自主的な

　　判断と責任において実施するものとするよう改革すること。

3　国の出先機関の整理統合

　　国の出先機関による二重行政、二重監督が、地方公共団体の

　自主的な行財政運営と事務処理の簡素合理化を阻害する要因と

　なっていることにかんがみ、この際、国の出先機関の積極的な

整理統合を行うこと。特に、府県単位の国の出先機関は、原則

　として廃止すること。



　　なお、これらの整理統合に際しては、国・地方を通ずる行政

の簡素合理化を促進し得るよう、事務の廃止、地方公共団体へ

の移譲等、思い切った事務再配分を実施すること。

4　地方事務官制度の廃止

　　地方事務官制度については、本会は、すでにその弊害を具体

的に指摘し、すみやかに廃止すべきことを再三にわたって提言

　してきたところである。政府においては、国会の附帯決議や都

道府県の意見を十分に尊重して一日も早くこの問題の解決をは

　かること。

5　国と地方との協力関係の確立

　　都道府県および市町村の全国的な連合組織は、地方公共団体

　の利害に関係する法令の制定改廃について、国会または関係行

　政庁に意見を提出することができるようにするとともに、国の大

　規模プロジェクト等についても計画段階から地方公共団体の意

　向が適切に反映するような方途を講ずる等、国と地方との協力

　関係の確立に努めること。
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2　地方財政対策の推進に関する要望

　地方財政については、昭和50年度以来毎年度生じた財源不足を

補てんするため、地方債の増発と地方交付税の借入という臨時応

急的な措置が講じられてきたが、これら借入金の償還金が年々増

大し大きな財政負担となっており、厳しい財政運営を余儀なくさ

れる事態に立ち至っている。

　従って、このたびの行政改革の推進に当っては、地方税財政制

度全般について根本的に再検討を行い地方の実情に即するよう恒

久的かつ抜本的対策を講じ財政の健全化をはかる必要がある。

　なお、国における行政改革の推進、歳出の見直し等が地方公共

団体への負担の転嫁となることのないようにするとともに、職員

数の増加、地方負担の増となる事務事業の新設等は、抑制するよ

う留意すべきである。

記

1　自主財源の充実強化

（1）地方税の充実強化

　ア　税体系の見直し

　　　国・地方を通ずる税体系の見直しを行い、地方歳入に占
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　　める税収の割合を引き上げ地方の自主税源を強化すること。

　　　また、法人事業税にっいて、外形標準課税方式を導入す

　　ること。

　イ　地方道路目的税源の強化

　　　国・地方間の道路特定財源の配分の不均衡を是正し、遅

　　れている地方道の整備を促進するため、地方に対する道路

　　目的税源の配分割合を高めること。

　ウ　租税特別措置等の整理合理化

　　　国税における租税特別措置については、たえずその見直

　　　しを行うとともに、地方税への影響をしゃ断すること。

　　　また、地方税における非課税・特別措置についても極力

　　整理縮小をはかること。

（2）地方交付税の増強

　　現行の地方交付税率では、もはや地方交付税の所要額を

　確保することができず交付税特別会計の借入、財源対策債の

　発行等の応急的措置を講じなければならない不安定な状態が

　長年続いているので、この際、地方交付税率の引き上げをは

　かり、所要額を安定的に確保することができるようにするこ

　　と。

2　地方債制度の改善等
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（D　政府資金比率および融資条件の改善

　　　地方債を充当すべき適債事業については、最近の地方債依

　　存度が高水準に達していることを考慮し、地方債原資に占め

　　る政府資金比率を高めるとともに、金利および償還期限等の

　　融資条件について改善をはかること。

　②　公営企業金融公庫の強化等

　　　良質な地方債資金を確保するため、公営企業金融公庫を一

　　層強化し、普通会計事業債への融資拡大をはかること。

　（3）財源対策債の発行の抑制

　　　明年度においては、地方財源の不足を補てんするための対

　　策として、財源対策債を発行することを避け、地方税、地方

　　交付税等の一般財源の確保によって対処すること。

3　国庫補助負担金等の改善

（1）整理合理化

　　国庫補助金については、国・地方を通ずる行政の簡素合埋

　化の推進、地方公共団体の自主的財政運営の確保、財政資金

　　の効率的活用等の見地から次の諸点に留意して思い切つた整

　　理合理化をはかることo

　ア　補助の対象となつている事務事業を再検討し、廃止すべ

　　　き事務については、法令等により、その旨を明らかにした
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上で補助金を廃止することとし、事務事業の廃止を伴わな

い単なる補助率の引き下げ、補助対象範囲の縮小等地方へ

負担を転嫁するような措置をとらないこと。

イ　事務事業の再配分に伴い地方公共団体の負担となるもの

　については、相当する財源を地方一般財源として増額する

　ことo

　　また、地方公共団体の事務事業として同化しているもの

　にかかる補助金および零細補助金等については、すみやか

　に整理し地方一般財源として移譲すること。

ウ　類似ないし同一目的の補助金については、地方公共団体

　の特性に応じ自主的かつ効率的に運用ができるように極力

　統合・メニュー化すること。

　　なお、すでに統合・メニュー化したとされている補助金

　であっても、単に予算科目を形式的に統合・メニュー化し

　たにすぎないものが数多くみられるので、申請、交付等の

　手続、その他補助金の運用について統合・メニュー化の実

　をあげ得るような改善を進めること。

工　国が市町村あるいは民間に対し補助金を交付する場合、

　運用のみによって都道府県が補助することを条件とした補

　助事業が増加しているが、これは都道府県の自主的かつ計
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　　　画的財政運営を阻害する要因となっているので、このよう

　　　な予算措置のみによる補助条件をすみやかに改めること。

　　オ　交付税不交付団体の国庫負担金に係る財源調整は、行わ

　　　ないこと。

　②　地方超過負担の解消

　　ア　地方超過負担の発生は、国が定めた補助負担基準が実態

　　　とかい離していることが大きな原因となっているので、国

　　　と地方公共団体とが共同で実態調査を行い、その原因を究

　　　明し、客観的な補助負担基準を定める方途を講ずること。

　　イ　地方超過負担の解消にあたっては、単に補助単価の改善

　　　にとどまらず補助数量の是正、補助対象範囲の拡大等につ

　　　いても改善措置を講ずること。

　　ウ　補助負担基準については、社会情勢の変化、物価変動等

　　　に対応し得るよう常に適切な改定を行うこと。さらに「物

　　　価スライド制」や「翌年度精算方式」を積極的に導入する

　　　こと。

　　工　現在、適切な標準設計、標準仕様を設定していない施設

　　　については、早急にこれを設定し単価積算の基礎や補助対

　　　象範囲を明確にし、実情に即した補助基準を設定すること。

4　直轄事業負担金の廃止
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　　直轄事業は、全国的視野のもとに地方公共団体の区域にかか

わらず国家的政策として行われる性格のものであり、それぞれ

　の地方公共団体に対し個別的に財政負担を課することは極めて

不合理である。また、事業計画の一方的変更、負担金に占める

　事務費比率が著しく高いこと等運用面においても多くの問題点

　が見受けられるので、この際行政改革の一環として直轄事業負

　担金制度を廃止すべきである。

　　特に維持管理費にかかる負担金は、本来管理主体が負担すべ

　きものであり直ちに廃止すること。

5　公共事業にかかる国庫補助・負担率の地域特例の存続

　　公共事業にかかる国庫補助・負担率の地域特例は、それぞれ

　の地域が置かれている条件および特定の政策目的のために特別

　の財政措置を講ずることによつて、国土の均衡ある発展をはか

　ろうとするものであるので、単に国の財政再建のために、その

　補助・負担率の引き下げを行うことのないようにすること。
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（ウ）　「僅少な財源による行政の効果的運営について一」

両国知事意見発表、質疑応答

〔アイオワ艸1知事ロバート・D・レイ〕

　議長殿、スネリング知事殿、会議にご出席の日本の知事各位、ならびに

　アメリカ合衆国の同僚知事各位。まずもって私は、この定期的会議にふた

　たび出席して皆さまにお目にかかる機会を与えられたことを非常な喜びと

感じていることを申し述べたく存じます。私はこれまでこの交換訪問事業

　とそれに伴って多くの日本の知事各位とお会いする機会を享受して参りま

　した。そして今回の会議は、昔の友人たちにお会いするとともに新しい友人

　たちをつくるもうひとつの機会を私に与えるものです。そしておそらくそ

　れは、日本を訪問する期間においてわれわれが成就し得る最大のものであ

　ろうと存じます。マンスフィールド大使がさきほどここで言われたように、

　それは本当に重要な行事であります。私はそれを確認したいと思います。

　われわれがお互いに会合し、お互いに学び合い、お互いの間の相互理解を

　築くことは大切なことであります。といいますのも、日本の知事というもの

　は大きな影響力を持っておられることを存じているからであります。日本

　の知事はそれぞれの府県において影響力が大きいことはもとよりでありま

　すが、それより重要なことは、彼らは国全体に対して影響力を行使している

　ということであります。われわれアメリカの知事もそれと同じような力を

　持っていると信じたいのでありますが、米国の国会の絶大な力に比べれば

　著しく弱体であります。

　　しかし、スネリング知事がさきほど雄弁に指摘されたとおり、われわれ

　はいま、行政を運営してゆく軌道を再検討しつつあります。われわれは、
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それが適正な長さであるかどうか、適正な外形を有しているかどうか、現

在の行政運営のルールはおよそ行政を運営してゆく上で可能な最良のルー

ルであるかどうか、等について検討しつつあります。

　行政一そしてこれは企業あるいは個人的問題の場合も同様ですが一

を運営管理してゆく上で最大の困難のひとつは、ほとんど全く支配力、コ

ントロールする力をもたない事柄をあつかわねばならないことです。われ

われは短期的あるいは長期的計画をたてることができます。しかし、どん

なに立派にできた計画でも、もし計画の基盤をなす砂地が風で移動し、流

失してしまうならば、その計画は簡単に崩壊してしまいます。

　スネリング知事は、アメリカでこれまで起ったこと、いま起りつつある

こと、将来起ることが期待されることについて、その全体的な概観をきわ

めてたくみに説明されましたので、私からそのことについてさらに申し

述べることはありません。ただ私は、われわれが過去1年半乃至2年の

間どのような状況の中におかれてきたかについて若干の具体的事実をご紹

介してみたいと思います。

　われわれは1970年代に政府の支出増大の一時期を経験しました。そ

のときは国民は、問題が何であれ、ニーズが何であれ、答えはつねに政府

支出の増額にありと信ずるよう習慣づけられたほどでした。われわれ過去

何年間か行政の責任者であった者は、そういう発想は錯誤であることを承

知していました。スネリング知事がさきほど言われたように、住民のかか

える諸問題は、個人性を没却した政府によって、あるいは単にドルや円を

ばらまくことによって解決されるものではありません。

　さまざまの問題は、他人を助けることのできる人々に援助、刺激、動機

を与えることによって解決することができるのです。そこでわれわれはい
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ま、これまでわれわれが行政の役割として引き受け、受け入れてきたもろ

もろのサービスの多くを住民が行い得るように彼らを活気づけるため、従

来と異なった措置をとりはじめようとしております。

　1980年代は決算の時代であります。アメリカの経済が1980年の

はじめに全国的に悪化したとき、われわれは歳入についての自分たちの予

測がもはや適正なものでないこと、また、状況の変化がきわめて急激であ

るので安定した行政を維持していくためにはわれわれも同様に敏速にそれ

に対応しなければならないこと、を悟ったのであります。

　それで1年前に私の州では一他の多くの州でも同様だと思いますが一

州の予算を削減せねばなりませんでした。しかも1回でなく3回それを行

ったのです。私はわが州の首長として選択せねばなりませんでした。すな

わち増税を提案するか支出を縮減するかということです。インフレが元進

し、金利が高く、失業者が増大していた時には、増税によって問題を解決

することができないことを確認するのに時間はかかりませんでした。それ

でわれわれは、均衡のとれた予算を維持するために支出の削減にとりかかり

ました。具体的にいいますと、職員の新規採用を凍結し、職員の数を減ら

し、また公立の小中高校に対する州の財政援助の方式を変えてそれが消費

者物価指数よりむしろ学校の増加分をより正確に反映するようにいたしま

した。われわれは正式に契約を結ぶに至っていない建設事業を全部ストソ

プいたしました。われわれは設備・備品や自勤車の購入を停止あるいは削

減しました。また維持費（後日、より高くなるであろう）を停止しました。

われわれは、州職員の出張旅行を減らし、また、州の援助のもとに行われ

ている事業についての予算要求を減らしました。
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　次にわれわれは、すべての州政府機関について一律の予算カットを実施

いたしました。この時期はわれわれにとってつらい時期でありました。し

かし当面の問題に対処するためには、こういったさまざまの措置が必要で

ありました。

　こういう措置は一時的なものであることを希望いたしたい。しかし同時

に私は、将来においては、地方の諸問題を解決することを目的とする諸事

業を支えるため、連邦政府あるいはその他の方面からより多くの金を獲得

しようとしてかけずり回らなくてよくなることを望むものであります。わ

れわれは、さきほど述べたそれらのカットを実施して以来、連邦政府もつ

いに、赤字財政（超過支出）はわが国の経済にとって、さらにいえばわが

国と世界全体との関係にとって、好ましい徴候ではないということに気が

つきました。

　それで、新たな政権発足とともに、今後とるべき方針は緊縮の方針、つ

まり連邦政府が相当程度金融市場から脱して均衡予算に向かって進むため

に連邦政府の支出を減らすという方針でありました。

　削減の方針はアメリカ大統領によって企てられ、最後には議会によって

超党派的に支持されたため、われわれは地方のレベルでそれらの削減の大

部分の影響を受けました。つまりわれわれはすでに、われわれの予算の中

から、事業を維持するために必要な財源の多くをカットしていたのですが、

われわれはさらに新たな一連のカットー今度は連邦政府からのカットー

に直面したわけです。もしわれわれが、これまでみとめられてきた以上の

自由裁量権をもって自分の保有する金を運用できるよう融通性を与えられ

るならば、それらのカットを受け入れることもできると考えました。

一54一



　それを行うためには、われわれはそういった融通性（これとてもいまの

ところ本当には実現しそうもありませんが）を与えられるだけでは十分で

はない、われわれは地方住民、そして地方自治体職員、つまり責任ある行

政を行うにあたって必然的にわれわれが関係することとなる人々の支持を

得なければならない、と思っております。そして調整作業の一部は、地方

職員一市長、郡の幹部職員、地方議員、市民団体、個人一と共同作業

を行うことでありました。そこでわれわれはひとつ大変興味深いことを発

見しました。それは、人々は、われわれが州政府のレベルで求めてきたの

とまさるとも劣らない熱心さをもってこの調整作業を求めているという事

実であります。彼らもまた、われわれが優先事項をきちんと選り分けて、

責任の所在を明確iにすることを望んでいます。彼らはまた、われわれが、連

邦政府から支出される補助金をよく調べるとともに、入手し得る金を使用

するより良い方途を見出すことを望んでおります。彼らはまた、自分たち

の政府に参加することを望むとともに、連邦政府からの資金がとだえた結

果、民間部門がそのギャップを相当程度うずめることができると信じてお

ります。彼らはわれわれが、行政をより立派に、より効率的に、そしてよ

り効果的に運営することを望んでいるのです。スネリング知事が四つの点

について強調したとおりであります。

　われわれは亀井知事がさきほどふれられたテクニックを使って参りまし

た。われわれ両国が互いにこれほど遠く離れていて、しかもより効率的な

行政を実現するために同様の運営、プログラム、活動を行い得るという結

論に到達することは興味深いことであります。われわれは、何千マイルも

離れた両国行政の管理運営の仕方について、別々に同じ結論に達したわけ
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であります。あなた方は日本におけるアイデアの提案制度について述べら

れました。私たちは行政にたずさわる人々に対し仕事を行うよい方法を考

案し、あるいは自分の専門外の領域においても行政運営上参考になるよう

なアイデアを提案するのを奨励するため、「生産性向上のための貴重なア

イデア」と称するシステムを創始いたしました。

　あなた方は、弾力性、融通性を増大させる必要性について述べられ、ま

た、責任を地方自治体に移譲する問題について述べられました。これらの

問題は、われわれのところでも優先的事項として検討されています。

　税収入や補助金の削減に対処し、何らかの調整を行うという仕事のほか

に、われわれが知事として行うことのできる積極面の仕事がいくつかある

と思います。そのひとつは、われわれの各州における産業の発展を促進す

ることであります。ということは、たとえば税体系に変更を加え、新しい

産業を抑制するよりは奨励するようにもっていくというようなことであり

ます。

　われわれは、自分たちの州の生産物のために新しい市場の開拓あるいは

既存の市場の拡大をはかるにあたっては、連邦政府のみを頼りにするので

なく、自州の利益を守る立場から、全世界の諸地域に視線を向けてしかる

べきであると考えます。

　私の州はアメリカのまん中あたりに位置していますが、面積や人口にお

いても各州中ちょうどまん中あたりになっています。私の州はアメリカの

代表的な農業州であります。わが州は大豆、とうもろこし、豚肉の生産で

はアメリカの他のどの州よりも多いのであります。また牛肉の生産でもト

ップクラスにあります。このようにわが州は農業州であります。しかるに

製造業による現金収入額は農業からのそれの3倍であります。またわが州

一56一



は面積において25番目でありますが、輸出額となるとつねに上位ベスト

テンに入ります。それでわれわれは新しい市場を求めております。それは

われわれ州自身でなし得ることであります。われわれは自分たちの州の経

済を改善し発展させるために、自分たちの州を魅力あるものにする方途を

見出そうと努めております。

　われわれが以前に受けとっていた資金が減額されたことについて連邦政

府を批判するのみでは十分ではありません。われわれとしても、インフレ

ーションや高金利や失業などとたたかうため責任の一端を負わねばなりま

せん。

　スネリング知事は、自分たちの国は今後も強くあり続け、時が経つにつ

れてさらに強くなって行くであろう、なぜなら、われわれは過去数年間に

わたってわれわれに困難をもたらした諸問題にとりくんでおり、われわれ

はそれらの問題を克服するであろうから、と述べられましたが、私も同感

であります。しかしわれわれは、問題を克服するにあたって、われわれは

世界の複合体の一部をなしていること、われわれは自分たちだけで孤島に

住んでいるのでないこと、アメリカのどの州も孤島に存在しているのでな

いこと、を自覚しながらやっております。そして、つけ加えて言わせていた

だくなら、それが、アメリカ各州を代表するわれわれが、日本の各府県の

首長であられる皆さま方と直接論議し合う機会を持った理由のひとつであ

ると思っております。われわれ両国は、たとえ遠く隔たってはいても、き

わめて多くの共通の諸問題をかかえていることはたいへん興味深いことと

感じた次第であります。ご清聴ありがとうございました。
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